	■テーマ■

	　公共施設や小学校へのペレットストーブ導入・導入補助

	■概　要■

	　府庁、保健所などの施設の、多くの市民の目に触れるところにペレットストーブとその説明パネルを設置し、暖房による温室効果ガス排出を削減するとともに、市民に対しても温暖化対策の重要性をアピールする。

　また、府北部の小学校等への導入に際し補助を行う。この際、温暖化と森林に関する環境教育を行うことを補助交付の条件とし、外部講師の派遣を行う。

	■意義・目的■

	　ペレットストーブを使用することで、暖房用燃料使用によるCO2排出を削減できる（参考：昨年度、実験的に由良小学校の5年生教室で使用したペレットストーブのCO2削減効果は、使用した約1ヶ月で約238kg-CO2。これはレジ袋約13,500枚分の削減効果）。
　また、小学校等での環境教育を行うことで、「自然保護のため、木は切ってはいけない」という誤解を解くことができ、府内産木材の活用拡大、ひいては森林の保全につながることが期待できる。

	■必要となる経費■

	・ペレットストーブ購入費　（岩手型、長野型など国産のもの1台あたり35万円程度）

・灯油との燃料費の差額
※由良小学校で使用した燃料の発熱量あたり単価（送料込）は、ペレット＝14.8円/Mcal

灯油＝9.4円/Mcal　。ただし、このペレットは、輸送にかかる環境負荷を考慮して、近場でかつ国産材のみを原料としている大阪府森林組合から購入している。安価なペレットを販売する国内の業者から購入した場合には、灯油よりも燃料費は安くなる。

	■課　題■

	　京都府内には大規模なペレット工場が無く、仮に大阪府森林組合から購入する場合、初期コスト・ランニングコスト共に高くなることが課題。

	■備　考■

	　宮津地方森林組合伊根支所には、地球デザインスクールが所有するペレタイザー（ペレット製造機）があり、製造過程を見学できる。由良小学校では、ここ3年間、学校の裏山で木を切り出し、近隣の業者の協力を得て乾燥させ、宮津地方森林組合伊根支所に持ち込んでペレットを自作するという環境教育プログラムを実践している。

　長野県では、「長野県地球温暖化防止県民計画」において木質バイオマスエネルギーが計画の中心施策として盛り込まれており、ペレット工場の整備、信州型ペレットストーブの開発などが行われている。計画の中では「県内全ての小中学校・高等学校の暖房にペレットストーブもしくはペレットボイラーを導入する」との項目が掲げられており、実際、上伊那地域では、「森のエネルギー推進事業」として森林組合を事業主体とした木質ペレット製造施設の整備や小中学校へのペレットストーブの貸付などが実施されている。


	■テーマ■

	　ソーラーシステム等太陽熱利用の普及促進

	■概　要■

	（１）府が所有する施設（とりわけ、プールやお風呂があり、湯を大量に消費する施設）にソーラーシステム（強制循環型太陽熱温水器）を設置する。また、その意義についての情報を府民便り等で広く発信する。

（２）府が参画してまちづくり・宅地開発を行う際に、事業者と連携し一定区画の住宅にまとめてソーラーシステムを設置する。また、その二酸化炭素削減効果や使い勝手についての情報を収集し発信する。

（３）情報発信の際には、消費者問題にも留意し、府内の消費生活センタースタッフ向け研修会を行って、標準的な価格やよくある消費者問題についての情報を発信する。また、Webでもその情報を発信する。

	■意義・目的■

	　府の施設に設置することにより、府の実行計画目標達成に貢献できる。宅地開発の際に導入することにより、当該住宅からの二酸化炭素排出を削減できる。これらの情報を発信することで、多くの市民・事業者に対する啓発となる。

　また、消費者問題も含めた決め細やかな情報発信を行うことで、トラブルの発生を未然に防いでスムーズに普及させることができる。

	■必要となる経費■

	・ソーラーシステム購入、設置費　（参考：家庭用のものであれば80～90万円程度　なお、自治体が導入する場合はNEDO等からの支援制度あり）
・研修会開催費

	■課　題■

	　初期投資を回収することは難しい。また、過去の一部業者の販売方法に問題があったことなどが原因で、イメージが悪くなっていることも指摘されている。このような状況から、導入量は年々減少しているのが現状である。この傾向は、近年の原油高の状況でも変わっていない。情報、価格、販売・アフターサービス体制など、あらゆる面での条件をクリアしなければならない。

	■備　考■

	　ソーラーシステムは、エネルギー変換効率、エネルギーペイバックタイム、金額あたりの二酸化炭素削減量、投資回収年数のすべてにおいて、太陽光発電よりも効率的であり、お湯を大量に使う公共施設や一般住宅への普及の意義は大きいと考えられる。


	■テーマ■

	　風力発電と自然環境の両立に向けた下地整備

	■概　要■

	　風力発電施設を京都府環境影響評価条例の対象とし、風車建設に当たっては事前の環境影響評価を行うことを義務付ける。また、府内の風状の良い地域のうち、風力発電設置を進める地域、自然環境保護のために建設を避けるべき地域のゾーニングを行う。

	■意義・目的■

	国の環境影響評価法では、発電用設備は対象外とされた。そのような中、独自に条例で対象としている自治体も増えている（福島県、兵庫県、香川県、長崎県、長野県（改正中）　※自然エネルギー市民の会調べ）。条例を整備し、事前の環境影響評価を義務付けることによって、風車建設のための乱開発を抑制することができる。

また、ゾーニングを行うことで、貴重生物種の生息域を確保しつつ風力発電の普及を図ることが可能となると考えられる

	■必要となる経費■

	・検討会開催費
・現地調査費

	■課　題■

	　

	■備　考■

	　ドイツやイギリスでは、ゾーニングによって、風力発電施設の増加と鳥類保護との両立が進められている。また、国内でも、稚内においてゾーニングが行われている。



